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平素より当社への格別のご理解とご支援を

賜り、誠にありがとうございます。 

株主の皆様にご心配をおかけいたしました、

このたびの当社におけるリコール対応等に

つきましては、全社をあげて品質管理の

さらなる強化とコミュニケーションの向上に

取り組む所存でございます。具体的には

現地現物で、お客様の声をしっかりと聞き、

グローバル規模での情報共有を強化した

うえで、お客様の立場にたって課題を抽出し、

改善してまいりますので、何卒よろしく

お願い申しあげます。 

昨年６月の社長就任時に、「もっといい

クルマをつくろうよ」を合言葉とし、

①価格・デザインを重視したお客様目線の

商品づくり②社会の発展に貢献する次世代

環境・エネルギー技術開発の推進③収益・

業務改革の実行に全社をあげて取り組んで

まいりました。また、中長期的な視点から、 

 
ＮＵＭＭＩへの生産発注打ち切り、Ｆ１からの

撤退など苦渋の決断もいたしました。 

業績につきましては、仕入先・販売店の

皆様と一体となって、収益構造を改善する

努力を続けてまいりました結果、連結

純利益は2,094億円と黒字化を実現でき

ました。お客様のご愛顧と当社を支えて

いただいた株主の皆様には、心より感謝

いたします。 

今後は、持続的な成長の実現に向け、引き

続き企業体質の改善に取り組むとともに、

厳しい競争を勝ち抜くため、お客様の安全・

安心を何よりも優先し、次世代の環境・安全

技術の早期商品化に重点的に取り組んで

まいります。こうしたことから、期末配当金に

つきましては、１株当たり25円とすることを

第106回株主総会でご提案申しあげたいと

存じます。これにより、当期の１株当たり

配当金は、中間配当20円と合わせ、年間では

45円となります。 

自動車産業を取り巻く環境は、今後も

大きな変化が予想されますが、「クルマ

づくりを通じて社会に貢献する」という

信念のもとに、その変化に着実に対応して

まいります。また、私たちは株主の皆様や

お客様をはじめ、多くの方々に支えられて

いるということを常に感謝し、より透明性を

高めて「信頼されるトヨタ」になる努力を

重ねてまいる所存でございます。株主の

皆様におかれましては、今後も一層の

ご支援を賜りますようお願い申しあげます。 
 

取締役社長 
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事業の経過及びその成果のご報告に先立ち

まして、当期中に、複数のモデル、複数国で

リコール等の市場処置を実施したことにつき

まして、株主の皆様やお客様をはじめ多くの

方々にご心配をおかけいたしましたので、

今後の対応につきまして、まずもってご報告

いたします。当社グループは、今回の一連の

品質問題をふまえ、お客様が不安を感じる

ことなく安心してトヨタ車・レクサス車に

お乗りいただけるための取り組みとして、

「グローバル品質特別委員会」を設置し、

設計・調達・製造・販売・サービスに至る

 プロセスを振り返り、お客様の視点で課題を

抽出して改善していきます。また、グローバル

規模での情報共有の強化や、外部の専門家に

よる活動内容の評価・確認も実施していき

ます。 

当社グループは、お客様の安全を何よりも

重視し、そのための品質管理を徹底することを

基本姿勢に、品質基盤をさらに強化し、お客様

からの信頼を高めていくことに､役員・従業員

一同、全力を尽くしてまいる所存でござい

ますので、何卒ご理解ご支援を賜りますよう

お願い申しあげます。 

 

(1) 事業の経過及びその成果 
 
 

 
平成22年３月期の経済状況を概観しますと、

世界経済は、各国による景気刺激策の効果も

あってアジアを中心に持ち直しの動きが

広がっており、景気は下げ止まりの状況に

あります。日本経済も、アジア向けを中心に

輸出が増加していることや緊急経済対策に

より、着実に持ち直してきていますが、失業率が

高水準にあり、物価の動向もデフレ状況に

 あるなど、自律的な回復には至っていない

状況です。 

自動車業界においては、中国やインドなどの

新興国では市場の拡大が続きましたが、先進国

では各国の需要喚起策による市場の下支えが

あったものの、小型車・低価格車化という市場

構造の変化が進み、総じて厳しい状況で推移

しました。 
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このような厳しい経営環境の中、当社

グループは、技術開発から製造・販売・

サービスに至るまで、お客様目線で考え、

各 地 域 の お 客 様 が 「 欲 し い 」 と 思 う

クルマを、「買いたい」と思える価格で

提供する「商品を軸とした経営」に取り

組んできました。たとえば、昨年発売した

新型「プリウス」では、最先端の技術の

追求と全社をあげての原価改善への取り

組みにより、圧倒的な燃費性能を、お客様に

ご満足いただける販売価格で提供し、世界中の

お客様にご支持をいただきました。北米では、

お客様のニーズに合わせ現地でデザイン・

開発された新型「シエナ」を投入するなど、

地域に根ざしたクルマづくりを推進して

います。一方で、従来のような定期的なモデル

チェンジや新モデルの追加にこだわらず、

既存のモデルにおいても商品を熟成させて、

充分な性能をリーズナブルな価格でお求めに

なりたいお客様のニーズにお応えするため、

中国における「カローラ」など、新旧型モデルの

並行販売を行いました。 

このように、国内外でのお客様のニーズを

的確にとらえたモデルを開発・投入し、世界

各国・地域の販売店とともに懸命な販売

活動を続けましたが、主に先進国市場の

回復が緩やかであったことや、リコール等の

市場処置を実施した影響などにより、

 

 ダイハツ・日野ブランドを含めた世界総販売

台数は、前期に比べて18万８千台 (2.3％) 

減少の813万９千台となりました。 

また、それぞれの国や地域の変化を機敏に

とらえ、「攻める分野」と「退く分野」を

見定め、迅速かつ細やかに地域戦略を推進

してきました。たとえば、拡大が予想される

新興国向けの戦略車種として、インド市場

向けに「エティオス」を新たに開発しました。 

一方、米国では、ゼネラル・モーターズ 

(ＧＭ) との合弁事業であるニュー ユナイ

テッド モーター マニュファクチャリング㈱に

ついて、ＧＭの撤退が確定して以降、事業

継続の見込みが立たず、トヨタとして苦渋の

決断でしたが、車両生産発注の打ち切りを

決定しました。さらに、フォーミュラ・ワン

世界選手権 (Ｆ１) には平成14年以降８年に

わたって参戦してきましたが、厳しい経営

環境をふまえつつ、今後のモータースポーツ

活動についても、あらためて中長期的な観点

から総合的に検討した結果、平成21年をもって

撤退することを決定しました。 

このような取り組みに加え、固定費の

削減や原価改善などの「緊急収益改善活動」に

グループ一丸となって取り組んだ結果、当初

計画を大幅に上回る改善効果をあげることが

できました。 
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当期の連結業績は、販売台数が減少し、

かつ、為替相場が円高水準で推移したこと

などにより、売上高は18兆9,509億円と前期に

比べて１兆5,786億円 (7.7％) の減収となり

ました。営業利益は、品質費用やその販売面

への影響がありましたが、当社グループ

一丸となって収益改善活動を行った結果、

 前期に比べて6,085億円改善し、1,475億円と

なりました。当社株主に帰属する当期純利益に

ついても2,094億円と前期に比べて6,464億円の

増益となりました。 

(注)「当社株主に帰属する当期純利益」は、前期までの

「当期純利益」と同じ内容です。 

なお、売上高の内訳は、次表のとおりです。 

 
 

 
当     期 

(21.４～22.３) 

前     期 

(20.４～21.３) 
増 減(率) 

  百万円 百万円 百万円 ％

 車 両 14,309,595 15,635,490 △ 1,325,895 (△ 8.5)

 海 外 生 産 用 部 品 355,273 298,176 57,097 (  19.1)

 部 品 1,543,941 1,575,316 △    31,375 (△ 2.0)

 そ の 他 978,499 1,041,519 △    63,020 (△ 6.1)

自 動 車 事 業 計 17,187,308 18,550,501 △ 1,363,193 (△ 7.3)

金 融 事 業 1,226,244 1,355,850 △   129,606 (△ 9.6)

そ の 他 の 事 業 537,421 623,219 △    85,798 (△13.8)

合 計 18,950,973 20,529,570 △ 1,578,597 (△ 7.7)

 
(注) 1. 当社は米国会計基準に基づいて連結計算書類を作成しています。 

2. 売上高の金額は外部顧客に対する売上高を示しています。 
3. 売上高は消費税等を含んでいません。 
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このような大変厳しい状況で事業展開を

進める中でも、当社グループは、環境対応を

経営の最重要課題の一つとして位置付け、

二酸化炭素排出量の低減をはじめ環境

負荷を減らす取り組みを行っています。 

環境問題解決のコア技術であるハイブリッド

システムについて、搭載モデルのライン

アップの拡充、販売地域の拡大に努めて

きました。当期中には、新型「プリウス」を

はじめ、ハイブリッド専用セダンである

 「ＳＡＩ」やレクサス「ＨＳ２５０ｈ」など、

国内で４車種、海外で３車種のハイブリッド車を

投入しました。その結果、ハイブリッド車の

累計販売台数は243万９千台となり、200万台を

突破しました。 

また、エネルギー多様化への対応の一つと

して、家庭用電源からの充電を可能とし、

電池容量を大幅に増やすことにより、ＥＶ

走行距離を拡大した「プリウス プラグイン

ハイブリッド」の市場導入を開始しました。 

 

 
 
自動車事業以外の分野でも、お客様の

多様なニーズに対応するため積極的に事業を

展開しています。金融事業については、

各種リスクへの対応を徹底するとともに、

お客様のニーズや地域特性に応じた金融

サービスの提供に努め、当社グループ商品の

販売促進に貢献しています。住宅事業では、

 当社は、本年10月１日をもって住宅事業の

全機能をトヨタホーム㈱に統合することを

決定しました。今後、専門性を高めると

ともに、開発・生産・販売が一体となった

迅速な意思決定と機動的な事業運営に

取り組んでいきます。 
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(2) 資金調達の状況 

自動車事業における投資資金については、

主として、営業活動から得られる資金および

借入金ならびに社債の発行でまかなっています。

また、金融事業における必要資金については、

 主として、社債、ミディアム・ターム・ノートの

発行および借入金でまかなっています。

なお、当期末における借入債務の残高は

12兆5,134億円となっています。 

 

(3) 設備投資の状況 

設備投資については、新たに建設または

能力増強を予定していたプロジェクトに

ついて、延期もしくは規模の縮小など

見直しを行った一方で、ハイブリッド車や

 環境対応等の中長期にわたる戦略的な分野に

ついては、重点的に投資を行うなど、

効率的な投資に努めた結果、当期の連結

設備投資額は、5,790億円となりました。 

 

(4) 財産及び損益の状況の推移 
 

区    分 
第 103 期 

(18.４～19.３) 

第 104 期 
(19.４～20.３) 

第 105 期 
(20.４～21.３) 

第 106 期 
(21.４～22.３) 

売 上 高 23,948,091百万円 26,289,240百万円 20,529,570百万円 18,950,973百万円

営 業 利 益 ・ 損 失(△) 2,238,683百万円 2,270,375百万円 △ 461,011百万円 147,516百万円

当 社 株 主 に 帰 属 す る 

当 期 純 利 益 ・ 損 失(△) 
1,644,032百万円 1,717,879百万円 △ 436,937百万円 209,456百万円

基本１株当たり当社株主に帰属する 

当 期 純 利 益 ・ 損 失(△) 
512円09銭 540円65銭 △     139円13銭 66円79銭

純 資 産 12,464,336百万円 12,526,194百万円 10,600,737百万円 10,930,443百万円

総 資 産 32,574,779百万円 32,458,320百万円 29,062,037百万円 30,349,287百万円

(注) 1. 特定の過年度の金額は、当期の表示に合わせて組替えが行われ再表示されています。 

2. ｢当社株主に帰属する当期純利益・損失(△)」は、前期までの「当期純利益・損失(△)」と同じ内容です。 
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(5) 対処すべき課題 
 

今後の経営環境としては、世界経済は、

アジアにおいて中国を中心に回復の動きが

広がり、先進国の景気も緩やかに持ち直して

いくことが見込まれますが、金融市場に

おける信用収縮や雇用の悪化、原材料価格の

上昇など、景気を下押しするリスクも存在

しています。日本経済も、海外経済の改善や

緊急経済対策の効果などを背景に、景気の

持ち直し傾向の継続が期待されますが、雇用

情勢に厳しさが残ることに加え、海外景気の

下振れ懸念、デフレの影響などのリスクにも

留意が必要な状況です。 

自動車市場は、中長期的には資源国・

新興国を中心に拡大していくものと見込まれ

ますが、小型車・低価格車の競争が本格化し、

また世界的な環境意識が高まる中、技術開発や

新商品投入が活発化するなど、グローバルで

激しい競争が展開されています。 

このように、世界の自動車産業は今後も

大きな変化が予想されますが、当社グループは、

環境の変化に着実に対応し、さらなる成長を

遂げるため、グループの力を結集し、総力を

あげて以下の課題に取り組んでいきます。 

第一に、いま一度「お客様第一」を原点に

戻って考え、お客様の声に「謙虚」に耳を傾け、

国内外の全役員・従業員が、クルマの安全性と

品質を何よりも優先し、「安全・安心なクルマ

づくり」に全力で取り組みます。 

第二に、製品安全・品質を確実につくりこむ

開発プロセスの構築や、新興国を含め各地域の

お客様のニーズを的確にとらえた商品企画・ライン

アップの再構築など、お客様の安全・安心に

関わる品質を何よりも優先し、価格・デザインを 

 

 
 

重視したお客様目線の商品づくりに取り組むと

ともに、お客様・地域社会に認められる身の

丈に応じた地域戦略を推進していきます。 

第三に、ハイブリッドシステムの本格普及に

向けた低コストハイブリッドシステムの

開発や、電気自動車・プラグインハイブリッド車の

拡大に備えた事業戦略の推進など、社会の

発展に貢献する次世代環境・エネルギー技術

開発を進めていきます。 

第四に、各地域完結と自立化を支える人材

育成を推進し、「いいクルマづくり」への

挑戦を続けていきます。 

第五に、厳しい経営環境下においても、

こうした業務改革と人材育成を通じて、持続的

かつ安定的な収益基盤を構築していきます。 

これらの課題への取り組みを通して、当社

グループは、「クルマづくりを通じて社会に

貢献する」という創業以来の精神に立ち返り、

「お客様第一」「現地現物」に基づく「良品

廉価」なモノづくりを徹底することで、企業

価値の向上に努めます。また、会社としての

さらなる透明性の向上や、法令の遵守をはじめと

した企業行動倫理の徹底など、ＣＳＲ活動を

推進することで企業の社会的責任を果たして

いきます。 

当社グループを取り巻く環境は、大変厳しい

状況にありますが、役員・従業員一同が、

「感謝」「謙虚」そして「信念」の言葉を

大切にし、これからも全員で心を一つにして

「力強いトヨタ」を再び築き上げてまいる

所存でございます。株主の皆様におかれましては

引き続き変わらぬご支援ご鞭撻を賜りますよう

お願い申しあげます。 
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(6) 取締役会による剰余金配当等の権限行使に

関する方針 

当社は、株主の皆様の利益を重要な経営方針の

一つとして位置付けており、持続的な成長の

実現に向け、引き続き企業体質の改善に取り

組み、企業価値の向上に努めています。 

配当金につきましては、毎期の業績・投資

計画・手元資金の状況等を勘案したうえで、

継続的に配当を行うよう努めていきます。 

また、今後も厳しい競争を勝ち抜くため、

内部留保資金につきましては、お客様の

安全・安心を優先した、次世代の環境・

安全技術の早期商品化に向けた取り組み等に

活用していきます。 

 

 

 

当社は定款に取締役会決議による剰余金の

配当等を可能とする規定を設けていますが、

配当の実施につきましては、中間配当および

期末配当の年２回としたうえで、期末配当は、

株主の皆様のご意向を直接伺う機会を確保

するため、第106回定時株主総会の決議事項と

しました。 

なお、自己株式の取得につきましては、依然と

して、先行き不透明な世界の金融情勢に鑑み、

手元資金の確保を優先するため、当面見送らせて

いただく予定です。
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(7) 主要な事業内容 
 

事   業 主   要   製   品   名   等 

乗 用 車

ＬＳ、ＬＳ６００ｈ、ＧＳ、ＧＳ４５０ｈ、ＥＳ、ＨＳ２５０ｈ、ＩＳ、

ＩＳ Ｆ、ＩＳ Ｃ、ＳＣ、ＬＸ、ＧＸ、ＲＸ、ＲＸ４５０ｈ 

センチュリー、クラウン、クラウンハイブリッド、マークＸ、アバロン、

カムリ、カムリハイブリッド、ＳＡＩ、コンフォート、プレミオ、アリオン、

アベンシス、プリウス、カローラ、ベルタ、サイオンｔＣ、ブレイド、

マトリックス、オーリス、ラウム、ラクティス、ｂＢ、ポルテ、イスト、

ヴィッツ、パッソ、ｉＱ、アイゴ、マークＸジオ、サクシードワゴン、

プロボックスワゴン、エスティマ、エスティマハイブリッド、シエナ、

アイシス、イノーバ、ウィッシュ、シエンタ、パッソセッテ、アヴァンザ、

アルファード、ヴェルファイア、ハイエースワゴン、ノア、ヴォクシー、

ランドクルーザーワゴン、セコイア、４ランナー、ハリアー、

ハリアーハイブリッド、ハイランダー、ハイランダーハイブリッド、

フォーチュナー、ＦＪクルーザー、ヴェンヅァ、ヴァンガード、ＲＡＶ４、

ラッシュ、フォルクスワーゲン車、その他 

トラック・バス

サクシードバン、プロボックスバン、ハイエース、レジアスエースバン､

クイックデリバリー、タウンエース、ライトエース、タンドラ、タコマ、ハイラックス､

ダイナ、トヨエース、ランドクルーザー、コースター、その他 

海外生産用部品 海外生産向け各種ユニット、部品 

自 

 

 

動 

 

 

車 

 

 

事 

 

 

業 

部 品 国内および海外向け各種サービス部品 

金 融 事 業 自動車の販売金融およびリース事業等 

そ 

の 

他 

の 

事 

業 

住 宅 事 業

エスパシオＧＸ、エスパシオＭｅｚｚｏ(ﾒｯﾂｫ)、エスパシオＥＦ(ｴﾌ)

アーバンウィンド、エスパシオＥＦ３(ｴﾌｽﾘｰ)、エスパシオＥＦ(ｴﾌ)､

シンセ・アヴェンティーノ、シンセ・ヴィトロワ､シンセ・ソレスト、

シンセ・カーダ、シンセ・スマートステージ、シンセ・はぐみ、

シンセ・ピアーナ、Ｖｉｅ α(ｳﾞｨｰ･ｱﾙﾌｧ)､クレスト、Ｔ－ｆｉｎｅ、

Ｍ ＆ ｆ 、 Ｎ Ｓ 、 Ｄ Ｓ 、 Ｌ ｅ 、 Ｚ Ｅ Ｌ Ｋ 、 シ ー ズ ン ス テ ー ジ 、

シンセ・スマートメゾン、Ｔステージ、その他 
 
※上記に加え、日野ブランド製品 (トラック・バス) およびダイハツブランド製品 (軽自動車・乗用車) があります。 
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(8) 主要な拠点 

〈当社〉 

 

名    称 所 在 地 
  

本  社 ( 本 店 ) 愛 知 県 

東 京 本 社 東 京 都 

名 古 屋 オ フ ィ ス 愛 知 県 

本 社 工 場 愛 知 県 

元 町 工 場 愛 知 県 

上 郷 工 場 愛 知 県 

高 岡 工 場 愛 知 県 

三 好 工 場 愛 知 県 

 堤   工  場 愛 知 県 

明 知 工 場 愛 知 県 

下 山 工 場 愛 知 県 

衣 浦 工 場 愛 知 県 

田 原 工 場 愛 知 県 

貞 宝 工 場 愛 知 県 

広 瀬 工 場 愛 知 県 

東 富 士 研 究 所 静 岡 県 
  

 

〈国内子会社・海外子会社〉 

 「(10) 重要な子会社の状況」をご参照ください。 

 

(9) 従業員の状況 
 

従 業 員 数 前期末比増減 

320,590名 △  218名 
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(10) 重要な子会社の状況 
 

 会  社  名 所在地 資  本  金 当社出資比率 主要な事業内容 

トヨタファイナンシャルサービス株式会社 愛 知 県 78,525百万円 100.00％ 国内外の金融会社等の統括

日 野 自 動 車 株 式 会 社 東 京 都 72,717百万円 ＊ 50.21  自動車の製造・販売 

ト ヨ タ 自 動 車 九 州 株 式 会 社 福 岡 県 45,000百万円 100.00  自動車の製造・販売 

ダ イ ハ ツ 工 業 株 式 会 社 大 阪 府 28,404百万円 ＊ 51.35  自動車の製造・販売 

ト ヨ タ フ ァ イ ナ ン ス 株 式 会 社 東 京 都 16,500百万円 ＊ 100.00  自動車の販売金融、カード事業

ト ヨ タ 車 体 株 式 会 社 愛 知 県 10,371百万円 ＊ 56.28  自動車の製造・販売 

日 

 

 

本 

関 東 自 動 車 工 業 株 式 会 社 神奈川県 6,850百万円 ＊ 50.47  自動車の製造・販売 

トヨタ モーター エンジニアリング アンド マニュファクチャリング

ノース アメリカ株式会社

アメリカ

 

1,958,949千米ドル ＊ 100.00
 

北米製造会社の統括 

 

トヨタ モーター マニュファクチャリング ケンタッキー株式会社 アメリカ 1,180,000千米ドル ＊ 100.00  自動車の製造・販売 

トヨタ モーター ノース アメリカ株式会社 アメリカ 1,005,400千米ドル ＊ 100.00  北米全体の渉外・広報・調査等

トヨタ モーター クレジット株式会社 アメリカ 915,000千米ドル ＊ 100.00  自動車の販売金融 

トヨタ モーター マニュファクチャリング インディアナ株式会社 アメリカ 620,000千米ドル ＊ 100.00  自動車の製造・販売 

トヨタ モーター マニュファクチャリング テキサス株式会社 アメリカ 510,000千米ドル ＊ 100.00  自動車の製造・販売 

米 国 ト ヨ タ 自 動 車 販 売 株 式 会 社 アメリカ 365,000千米ドル ＊ 100.00  自動車の販売 

トヨタ モーター マニュファクチャリング カナダ株式会社 カ ナ ダ 680,000千加ドル 100.00  自動車の製造・販売 

北 

 

 

米 

トヨタ クレジット カナダ株式会社 カ ナ ダ 60,000千加ドル ＊ 100.00  自動車の販売金融 

トヨタ モーター ヨーロッパ株式会社 ベルギー 2,524,346千ユーロ 100.00  欧州事業全体の統括 

トヨタ モーター マニュファクチャリング フランス株式会社 フランス 380,078千ユーロ ＊ 100.00  自動車の製造・販売 

イ タ リ ア ト ヨ タ 株 式 会 社 イタリア 38,958千ユーロ ＊ 100.00  自動車の販売 

ト ヨ タ ク レ ジ ッ ト バ ン ク 有 限 会 社 ド イ ツ 30,000千ユーロ ＊ 100.00  自動車の販売金融 

ド イ ツ ト ヨ タ 有 限 会 社 ド イ ツ 5,726千ユーロ ＊ 100.00  自動車の販売 

ト ヨ タ フ ラ ン ス 株 式 会 社 フランス 2,123千ユーロ ＊ 100.00  自動車の販売 

トヨタ モーター ファイナンス（ネザーランズ）株式会社 オランダ 908千ユーロ ＊ 100.00  海外関係会社への融資 

トヨタ モーター マニュファクチャリング（ＵＫ）株式会社 イギリス 300,000千英ポンド ＊ 100.00  自動車の製造・販売 

英 国 ト ヨ タ 株 式 会 社 イギリス 2,600千英ポンド ＊ 100.00  自動車の販売 

欧 

 

 

 

州 

ロ シ ア ト ヨ タ 有 限 会 社 ロ シ ア 37,569千ロシア・ルーブル ＊ 100.00  自動車の販売 

ト ヨ タ 自 動 車 （ 中 国 ） 投 資 有 限 会 社 中 国 118,740千米ドル 100.00  自動車の販売 

イ ン ド ネ シ ア ト ヨ タ 自 動 車 株 式 会 社 インドネシア 19,523,503千インドネシア・ルピア 95.00  自動車の製造・販売 

トヨタ モーター アジア パシフィック株式会社 シンガポール 6,000千シンガポール・ドル 100.00  自動車の販売 

タ イ 国 ト ヨ タ 自 動 車 株 式 会 社 タ イ 7,520,000千タイ・バーツ 86.43  自動車の製造・販売 

トヨタリーシングタイランド株式会社 タ イ 6,000,000千タイ・バーツ ＊ 79.17  自動車の販売金融 

ア 

 

ジ 

 

ア トヨタ モーター アジア パシフィック エンジニアリング アンド

 マニュファクチャリング株式会社

タ イ

 

1,300,000千タイ・バーツ ＊ 100.00
 

豪亜域内事業体の 

生産事業支援 

トヨタ モーター コーポレーション オーストラリア株式会社 オーストラリア 481,100千豪ドル 100.00  自動車の製造・販売 

トヨタ ファイナンス オーストラリア株式会社 オーストラリア 120,000千豪ドル ＊ 100.00  自動車の販売金融 

ブ ラ ジ ル ト ヨ タ 有 限 会 社 ブラジル 709,980千ブラジル・レアル 100.00  自動車の製造・販売 

そ 

の 

他 
南 ア フ リ カ ト ヨ タ 自 動 車 株 式 会 社 南アフリカ共和国 50千南アフリカ・ランド ＊ 100.00  自動車の製造・販売 

 
(注) 1. ＊印は子会社等による出資を含む比率です。 

2. 出資比率については、期末発行済株式総数に基づき算出しています。 
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(1) 発行可能株式総数 10,000,000,000株
 
(2) 発行済株式総数 3,447,997,492株
 
(3) 株主数 660,922名
 
(4) 大株主 

 

   

   

日本トラスティ・サービス信託銀行

株 式 会 社
355,468

千株
11.34 

％ 

株 式 会 社 豊 田 自 動 織 機 201,195  6.42  

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 信 託 銀 行

株 式 会 社
191,402  6.10  

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 130,469  4.16  

ス テ ー ト  ス ト リ ー ト  バ ン ク

ア ン ド  ト ラ ス ト  カ ン パ ニ ー
87,827  2.80  

資 産 管 理 サ ー ビ ス 信 託 銀 行

株 式 会 社
86,649  2.76  

ザ バンク オブ ニューヨーク メロン アズ デポジタリ

バンク フォー デポジタリ レシート ホルダーズ
79,850  2.55  

東 京 海 上 日 動 火 災 保 険 株 式 会 社 77,431  2.47  

三 井 住 友 海 上 火 災 保 険 株 式 会 社 65,166  2.08  

株 式 会 社 デ ン ソ ー 58,678  1.87  

 
(注) 1. ザ バンク オブ ニューヨーク メロン アズ デポジタリ バンク フォー デポジタリ

レシート ホルダーズは、ＡＤＲ (米国預託証券) の受託機関であるザ バンク オブ

ニューヨーク メロンの株式名義人です。 

2. 持株比率は発行済株式総数より自己株式数 (312,001千株) を控除して計算しています。 

 

 

 
株 主 名 持 株 数 

 
持 株 比 率 
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(1) 当事業年度末日における新株予約権の状況 

 ① 新株予約権の数 

   160,480個 

 ② 新株予約権の目的となる株式の種類および数 

   普通株式 16,048,000株 (新株予約権１個につき100株) 

 ③ 当社役員が有する新株予約権の内容の概要 
  

 回 次(行使価額) 行 使 期 間 個 数 保有者数

第３回(4,541円) 
平成18年８月１日 
～平成22年７月31日 

1,458個 15名

第４回(4,377円) 
平成19年８月１日 
～平成23年７月31日 

3,231個 26名

第５回(6,140円) 
平成20年８月１日 
～平成26年７月31日 

6,700個 26名

第６回(7,278円) 
平成21年８月１日 
～平成27年７月31日 

7,200個 26名

第７回(4,726円) 
平成22年８月１日 
～平成28年７月31日 

7,700個 26名

取 締 役 

第８回(4,193円) 
平成23年８月１日 
～平成29年７月31日 

9,700個 29名

第３回(4,541円) 
平成18年８月１日 
～平成22年７月31日 

100個 1名
監 査 役 

第４回(4,377円) 
平成19年８月１日 
～平成23年７月31日 

99個 1名
 

(注) 上記新株予約権のうち監査役保有分は、当社監査役が監査役に就任する前に取得し、行使できる

新株予約権です。 
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(2) 当事業年度中に交付した新株予約権の状況 

 ① 新株予約権の数 

   34,920個 

 ② 新株予約権の目的となる株式の種類および数 

   普通株式 3,492,000株 (新株予約権１個につき100株) 

 ③ 新株予約権の発行価額 

   無償 

 ④ 新株予約権の行使価額 

   4,193円00銭 

 ⑤ 新株予約権の行使の条件 

1. 行使期間は、平成23年８月１日から平成29年７月31日まで 

2. 各新株予約権の一部行使はできないものとする。 

3. 新株予約権者は、当社第105回定時株主総会終結後２年内の最終の決算期に関する定時株主

総会の終結まで、新株予約権の割当を受けた時点に在籍していた会社における取締役、常務役員

または従業員等であることを要す。 

4. 新株予約権者が、自己都合による退任もしくは退職または解任もしくは解雇により、新株予約権の

割当を受けた時点に在籍していた会社における取締役、常務役員または従業員等の地位を失った

場合は、新株予約権を行使できないものとする。 

5. 新株予約権の相続はこれを認めない。 

6. その他の条件は、当社と新株予約権者との間で締結した「新株予約権割当契約書」に定める

ところによる。 

 ⑥ 新株予約権の取得の事由および条件 

当社が消滅会社となる合併契約書が株主総会で承認されたとき、または当社が完全子会社となる

株式交換契約書もしくは株式移転の議案が株主総会で承認されたときは、取締役会が別途定める日に、

当社は、新株予約権を無償で取得することができる。 
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⑦ 有利な条件の内容 

当社および当社関係会社の取締役、常務役員、従業員等に新株予約権を無償で発行する。 

⑧ 当社常務役員、当社技監、当社従業員、当社子会社の役員および従業員､ 当社関連会社の従業員に

対して交付した新株予約権の区分別内訳 
  

 新株予約権の数
目的となる株式の 

種 類 お よ び 数 
交 付 者 数 

当 社 常 務 役 員 10,000個 普通株式 1,000,000株
 

50名 

当 社 技 監 600個 普通株式 60,000株
 

6名 

当 社 従 業 員 10,640個 普通株式 1,064,000株
 

478名 

当社子会社の役員および従業員 3,890個 普通株式 389,000株
 

78名 

当社関連会社の従業員 90個 普通株式 9,000株
 

3名 
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(1) 取締役及び監査役の氏名等 
 

氏   名 会社における地位 担   当 重 要 な 兼 職 の 状 況 

張   富士夫 ＊取 締 役 会 長  ㈱デンソー 監査役 

東海旅客鉄道㈱ 取締役 

ソニー㈱ 取締役 

豊田鞍ヶ池開発㈱ 代表取締役社長 

渡 辺 捷 昭 ＊取締役副会長  ＫＤＤＩ㈱ 監査役 

㈱豊田自動織機 監査役 

あいおい損害保険㈱ 取締役 

岡 本 一 雄 ＊取締役副会長  トヨタ紡織㈱ 取締役 

豊田合成㈱ 監査役 

豊 田 章 男 ＊取 締 役 社 長  トヨタ紡織㈱ 監査役 

トヨタ モーター ノース アメリカ㈱ 取締役会長兼ＣＥＯ

トヨタ自動車（中国）投資㈲ 取締役会長 

トヨタ モーター ヨーロッパ㈱ 取締役会長 

㈱トヨタモーターセールス＆マーケティング 代表取締役会長

内山田 竹 志 ＊ 取締役副社長 商品企画分野、技術分野＜技術

管理、スポーツ車両統括、商品

開発、デザイン、第１技術開発、

技術統括、東富士研究所管理、

制御システム開発、制御システム

先行開発、制御ソフトウェア

開発、第２技術開発＞、デザイン

本部(本部長)、商品企画部統括

㈱ジェイテクト 取締役 

キャルティ デザイン リサーチ㈱ 取締役副社長 

布 野 幸 利 ＊ 取締役副社長 渉外広報分野、中国分野、豪亜

分野、中ア中分野、営業企画

分野、レクサス営業企画分野、

中ア中本部(本部長) 

豊田通商㈱ 監査役 
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氏   名 会社における地位 担   当 重 要 な 兼 職 の 状 況 

新 美 篤 志 ＊取締役副社長 ＣＳＲ・環境分野、北米分野、

生産企画分野、生産技術分野、

製造分野、生産企画本部(本部長)、

電池生技開発部統括、ＦＣ生技部

統括 

トヨタ モーター エンジニアリング アンド  
マニュファクチャリング ノース アメリカ㈱ 取締役会長

トヨタ自動車技術センター（中国）㈲ 取締役会長

㈱ジェイテクト 監査役 

佐々木 眞 一 ＊取締役副社長 総合企画分野、調査分野、ＴＱＭ

推進分野、ｅ－ＴＯＹＯＴＡ分野、

事業開発分野、情報事業分野、

情報システム分野、調達分野、

欧州分野、カスタマーサービス

分野、品質保証分野、グローバル

監査室統括 

ＫＤＤＩ㈱ 取締役 

㈱豊田自動織機 監査役 

一 丸 陽一郎 ＊取締役副社長 総務人事分野、経理分野、国内

営業分野 

愛知製鋼㈱ 監査役 

あいおい損害保険㈱ 監査役 

立 花 貞 司 専 務 取 締 役 住宅事業本部(本部長) トヨタホーム㈱ 代表取締役会長 

ミサワホーム㈱ 取締役 

岡 部  聰 専 務 取 締 役 豪亜本部(本部長)、中ア中本部

(副本部長) 

トヨタ モーター アジア パシフィック㈱ 取締役会長 

トヨタ モーター アジア パシフィック エンジニアリング
アンド マニュファクチャリング㈱ 取締役会長

小 吹 信 三 専 務 取 締 役 第２技術開発本部(本部長)、

東富士研究所(所長)、技術統括部

統括、制御システム開発部統括、

制御システム先行開発部統括、

制御ソフトウェア開発部統括 

浜松ホトニクス㈱ 取締役 
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氏   名 会社における地位 担   当 重 要 な 兼 職 の 状 況 

佐々木   昭 専 務 取 締 役 
 
中国本部(本部長)、 

トヨタ自動車（中国）投資㈲ 

取締役副会長 

 
トヨタ自動車（中国）投資㈲ 取締役副会長 

一汽トヨタ自動車販売㈲ 取締役副会長 

一汽トヨタ（長春）エンジン㈲ 取締役副会長 

広汽トヨタエンジン㈲ 取締役会長 

広汽トヨタ自動車㈲ 取締役副会長 

四川一汽トヨタ自動車㈲ 取締役副会長 

天津一汽トヨタエンジン㈲ 取締役副会長 

天津一汽トヨタ自動車㈲ 取締役副会長 

トヨタ一汽（天津）金型㈲ 取締役会長 

同方環球（天津）物流㈲ 取締役副会長 

トヨタ自動車技術センター（中国）㈲ 取締役副会長

荒 島  正 専 務 取 締 役 
 
欧州本部(本部長)、 

トヨタ モーター ヨーロッパ㈱

取締役社長 

トヨタ モーター ヨーロッパ㈱ 取締役社長 

バウダ㈱ 取締役副会長 

古 橋  衞 専 務 取 締 役 渉外・広報本部(本部長)  

小 澤  哲 専 務 取 締 役 
 

総務・人事本部(本部長)、

情報システム本部(本部長)

 

二 橋 岩 雄 専 務 取 締 役 
 

品 質 保 証 本 部 ( 本 部 長 ) 、

ＴＱＭ推進部統括 

 

 

市 橋 保 彦 専 務 取 締 役 
 

商 品 開 発 本 部 ( 本 部 長 ) 、

第１技術 開発本部(本部 長 )

 
㈱東海理化電機製作所 監査役 

山 科  忠 専 務 取 締 役 
 
技 術 管 理 本 部 ( 本 部 長 ) 、

スポーツ車両統括部統括、

モータースポーツ部統括 

 
トヨタモータースポーツ㈲ 取締役会長 

 

伊地知 隆 彦 専 務 取 締 役 経理本部(本部長) 浜松ホトニクス㈱ 監査役 

安 形 哲 夫 専 務 取 締 役 
 

トヨタ モーター エンジニアリング

アンド マニュファクチャリング

ノース アメリカ㈱ 取締役社長

トヨタ モーター エンジニアリング アンド 
マニュファクチャリング ノース アメリカ㈱ 取締役社長

トヨタ プロダクション システム サポート 
 センター㈱ 取締役副社長

ティー・エイ・ビー・シー ホールディング㈱ 取締役社長

トヨタ モーター マニュファクチャリング 
ノーザンケンタッキー㈱ 取締役社長

前 川 眞 基 専 務 取 締 役 国内営業本部(本部長)  

伊 原 保 守 専 務 取 締 役 
 
事業開発本部(本部長)、情報事業

本部(本部長)、総合企画部統括、

調査部統括、ＣＳＲ・環境部統括、

ｅ－ＴＯＹＯＴＡ部統括 
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氏   名 会社における地位 担   当 重 要 な 兼 職 の 状 況 

古 谷 俊 男 専 務 取 締 役 カスタマーサービス本部(本部長)、

レクサス営業企画部統括、レクサス

国内営業部、レクサスセンター 

 

 

岩 瀬 隆 広 専 務 取 締 役 生 産 技 術 本 部 ( 本 部 長 ) 、

製造本部(本部長)、グローバル

生産推進センター(センター長)

中央発條㈱ 監査役 

石 井 克 政 専 務 取 締 役 営業企画本部(本部長)  

白 根 武 史 専 務 取 締 役 調達本部(本部長) シロキ工業㈱ 監査役 

共和レザー㈱ 監査役 

稲 葉 良 見 取 締 役 北米本部(本部長)、 

トヨタ モーター ノース アメリカ㈱ 

取締役社長兼ＣＯＯ 

トヨタ モーター ノース アメリカ㈱ 取締役社長兼ＣＯＯ

米国トヨタ自動車販売㈱ 取締役会長兼ＣＥＯ 

キャルティ デザイン リサーチ㈱ 取締役副社長 

トヨタ パーソネル サービス Ｕ.Ｓ.Ａ.㈱ 取締役社長

林  南 八 取 締 役 
 
オーダーデリバリー改善推進

担当、ＴＰＳ指導担当、ＴＰＳ

徹底推進担当 

 

 

 

天 野 吉 和 常 勤 監 査 役   

山 口 千 秋 常 勤 監 査 役   

中津川 昌 樹 常 勤 監 査 役   

茅  陽 一 監 査 役  (財)地球環境産業技術研究機構 副理事長 

新日本製鐵㈱ 社外監査役 

森 下 洋 一 監 査 役  パナソニック㈱ 相談役 

関西電力㈱ 社外監査役 

岡 田 明 重 監 査 役  ㈱三井住友銀行 特別顧問 

三井物産㈱ 社外取締役 

三井不動産㈱ 社外監査役 

ダイセル化学工業㈱ 社外取締役 

松 尾 邦 弘  監 査 役  弁護士 

旭硝子㈱ 社外取締役 

三井物産㈱ 社外監査役 

㈱損害保険ジャパン 社外監査役 

㈱小松製作所 社外監査役 
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(注) 1. ＊印は代表取締役です。 

2. 監査役 茅 陽一、監査役 森下 洋一、監査役 岡田 明重および監査役 松尾 邦弘は、会社法第２条第16号に

定める社外監査役です。 

3. 重要な兼職の状況については、原則として現役職の就任時期の順に記載しています。 

4. 専務取締役 小澤 哲は、平成22年５月１日付で、代表取締役副社長に就任しました。なお、同日付で、下記の

とおり、担当を変更しました。 
 

氏   名 会社における地位 担      当 

布 野 幸 利 ＊取締役副社長 渉外広報分野、豪亜分野、中ア中分野、営業企画分野、レクサス
営業企画分野、中ア中本部(本部長) 

新 美 篤 志 ＊取締役副社長 ＣＳＲ・環境分野、北米分野、中国分野、生産企画分野、生産
技術分野、製造分野、生産企画本部(本部長)、電池生技開発部
統括、ＦＣ生技部統括 

佐々木 眞 一 ＊取締役副社長 ＴＱＭ推進分野、ｅ－ＴＯＹＯＴＡ分野、事業開発分野、情報
事業分野、情報システム分野、調達分野、カスタマーサービス
分野、品質保証分野、情報システム本部(本部長) 

一 丸 陽一郎 ＊取締役副社長 総合企画分野、調査分野、国内営業分野 

小 澤  哲 ＊取締役副社長 総務人事分野、経理分野、欧州分野、総務・人事本部(本部長)、
グローバル監査室統括 

＊印は代表取締役です。 
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(2) 当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等の額 
 

取 締 役 
監 査 役 

(うち社外監査役) 
計 

区   分 
人員 金  額 人員 金  額 人員 金  額 

役 員 報 酬 38名 1,426百万円 
7名 

( 4名)
210百万円 

(   57百万円)
45名 1,636百万円 

役 員 賞 与 ―名 ―百万円   ―名 ―百万円 

計  1,426百万円  
210百万円 

(   57百万円)
 1,636百万円 

 
(注) 1. 人員には、当事業年度に係る報酬等の支給対象者数を記載しています。 

2. 当事業年度に係る取締役に対する賞与金の支給はありません。 

3. 上記のほか、取締役に対する金銭でない報酬等として、下記の会計上の費用を計上しました。 

ストックオプション (平成19年６月22日開催の第103回定時株主総会決議および平成20年６月24日

開催の第104回定時株主総会決議ならびに平成21年６月23日開催の第105回定時株主総会決議) 

取締役38名 593百万円 

※ストックオプションは、取締役に付与した「割当日時点の株価を基準に一定比率を上乗せして算定した

１株当たりの払込金額に付与株式数を乗じた金額を、行使期間内に払い込むことにより、当社株式を

取得できる権利」であり、「金銭でない報酬等」に該当します。上記金額は、割当日における諸条件を元に

算定したストックオプションの公正価額のうち、当事業年度に計上した会計上の費用を記載しています。 

 

(3) 社外監査役に関する事項 

 ① 当事業年度における主な活動状況 
 

氏   名 出  席  状  況 

茅   陽 一 取締役会 全20回中13回 監査役会 全17回中14回 

森 下 洋 一 取締役会 全20回中17回 監査役会 全17回中17回 

岡 田 明 重 取締役会 全20回中15回 監査役会 全17回中14回 

松 尾 邦 弘 取締役会 全20回中15回 監査役会 全17回中14回 
 

 
発言状況につきましては、各人がその経験と見識に基づき、適宜発言を行っています。 

 
② 責任限定契約の内容の概要 

当社と会社法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結しており、会社法第425条第１項に

定める額を責任の限度としています。 



01_09_0529901272206.doc 

トヨタ自動車㈱様 報告書 10/05/28 15:57印刷 1/4 

 

 22 

 

 

 

(1) 会計監査人の名称 

   あらた監査法人 

 

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 

 ① 当社が支払うべき公認会計士法第２条第１項

の業務についての報酬等の額 

844百万円 

 ② 当社および当社子会社が支払うべき金銭

その他の財産上の利益の合計額 

1,892百万円 

(注) 1. 上記①の金額には、金融商品取引法上の

監査に対する報酬等の額を含んでいます。 

2. 上記②の金額には、公認会計士法第２条

第１項の業務以外の業務である、会計

事項および情報開示に関する助言・指導に

対する報酬等を含んでいます。 

3. 当社の重要な子会社のうち、海外に所在

する子会社は、あらた監査法人以外の

公認会計士または監査法人が監査をして

います。 

 

(3) 会計監査人の解任または不再任の決定の

方針 

法令に定める事由または会計監査人の適格

性・独立性を害する事由等の発生により、

適正な監査の遂行が困難であると認められる

場合等に、必要に応じて解任または不再任に

関する決定を行う方針です。 
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 当社は、｢トヨタ基本理念」および「トヨタ

行動指針」に基づき、子会社を含めて健全な

企業風土を醸成しています。実際の業務執行の

場においては、業務執行プロセスの中に問題

発見と改善の仕組みを組み込むとともに、それを

実践する人材の育成に不断の努力を払っています。 

 

 以上の認識を基盤にした、会社法所定の以下の

項目に関する当社の基本方針は次のとおりです。 

 

(1) 取締役の職務の執行が法令及び定款に

適合することを確保するための体制 

① 倫理規程、取締役に必要な法知識をまとめた

解説書等を用い、新任役員研修等の場に

おいて、取締役が法令および定款に則って

行動するよう徹底します。 

② 業務執行にあたっては、取締役会および

組織横断的な各種会議体で、総合的に

検討したうえで意思決定を行います。

また、これらの会議体への付議事項を定めた

規程に基づき、適切に付議します。 

③ 企業倫理、コンプライアンスおよびリスク

管理に関する重要課題と対応について

ＣＳＲ委員会等で適切に審議します。また、

組織横断的な各種会議体で各機能における

リスクの把握および対応の方針と体制に

ついて審議し、決定します。 

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存

及び管理に関する体制 

取締役の職務の執行に係る情報は、関係

規程ならびに法令に基づき、各担当部署に

適切に保存および管理させます。 

 

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の

体制 

① 予算制度等により資金を適切に管理すると

ともに、稟議制度等により所定の権限および

責任に基づいて業務および予算の執行を

行います。重要案件については、取締役会や

各種会議体への付議基準を定めた規程に

基づき、適切に付議します。 

② 資金の流れや管理の体制を文書化する等、

適正な財務報告の確保に取り組むほか、

情報開示委員会を通じて、適時適正な情報

開示を確保します。 

③ 安全、品質、環境等のリスクならびに

コンプライアンスについて、各担当部署が、

必要に応じ、規則を制定し、あるいは

マニュアルを作成し配付すること等により、

管理します。 

④ 災害等の発生に備えて、マニュアルの整備や

訓練を行うほか、必要に応じて、リスク

分散措置および保険付保等を行います。 
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(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われる

ことを確保するための体制 

① 中長期の経営方針および年度毎の会社

方針を基に、組織の各段階で方針を

具体化し、一貫した方針管理を行います。 

② 本部統括取締役が、経営と執行のつなぎ役と

して経営方針に基づいて常務役員を指揮

監督するとともに、常務役員に各部門に

おける執行の権限を与えて機動的な意思

決定を行います。 

③ 随時、外部の有識者をはじめとした様々な

ステークホルダーの意見を聞く機会を設け、

経営や企業行動のあり方に反映させます。 

 

(5) 使用人の職務の執行が法令及び定款に

適合することを確保するための体制 

① 各組織の業務分掌を明確化するとともに、

継続的な改善を図る土壌を維持します。 

② 法令遵守およびリスク管理の仕組みを不断に

見直し、実効性を確保します。そのため、

各部署が点検し、ＣＳＲ委員会等に報告

する等の確認を実施します。 

③ コンプライアンスに関わる問題および

疑問点に関しては、企業倫理相談窓口等を

通じて、法令遵守ならびに企業倫理に関する

情報の早期把握および解決を図ります。 

 

 
(6) 株式会社並びにその親会社及び子会社

から成る企業集団における業務の適正

を確保するための体制 

① グループ共通の行動憲章として、トヨタ

基本理念やトヨタ行動指針を子会社に

展開し、グループの健全な内部統制環境の

醸成を図ります。人的交流を通じてトヨタ

基本理念やトヨタ行動指針の浸透も図ります。 

② 子会社の財務および経営を管理する部署と

事業活動を管理する部署の役割を明確化し、

子会社の多面的な管理を図ります。これらの

部署は、子会社との定期および随時の情報

交換を通じて子会社の業務の適正性と適法性を

確認します。 

 

(7) 監査役がその職務を補助すべき使用人を

置くことを求めた場合における当該

使用人に関する体制 

監査役室を設置し、専任の使用人を数名

置きます。 

 

(8) 前号の使用人の取締役からの独立性に

関する事項 

監査役室員の人事については、事前に監査役

会または監査役会の定める常勤監査役の

同意を得ます。 
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(9) 取締役及び使用人が監査役に報告をする

ための体制その他の監査役への報告に関

する体制 

① 取締役は、主な業務執行について担当部署を

通じて適宜適切に監査役に報告するほか、

会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を

発見したときは直ちに監査役に報告します。 

② 取締役、常務役員および使用人は、監査役の

求めに応じ、定期的に、また随時監査役に

事業の報告をします。 

 

(10) その他監査役の監査が実効的に行われる

ことを確保するための体制 

主要な役員会議体には監査役の出席を得ると

ともに、監査役による重要書類の閲覧、

会計監査人との定期的および随時の情報

交換の機会、必要に応じた外部人材の直接

任用等を確保します。 

 

 

 



02_01_0529901272206.doc 
トヨタ自動車㈱様 報告書 10/05/28 15:57印刷 1/2 

 

 26 

 
 

 
  〔百万円未満切り捨て〕

 

科  目 

当 期 
(平成22年３月31日現在) 

前期 (ご参考)
(平成21年３月31日現在)

 

科  目 

当 期 
(平成22年３月31日現在) 

前期 (ご参考)
(平成21年３月31日現在)

(負債の部) 

流動負債…………………

支払手形………………

買掛金…………………
 
１年内返済予定の
長期借入金 

……

 
１年内償還予定の社債… 

未払金…………………

未払費用………………

預り金…………………

その他…………………

固定負債…………………

社債……………………

長期借入金……………

退職給付引当金………

その他…………………

負債計……………………

百万円 

2,535,200 

894 

1,023,947 
 

150,000 

 
50,000 

297,681 

634,221 

352,914 

25,540 

1,177,884 

530,000 

363,185 

270,635 

14,063 

3,713,084 

百万円

1,483,718

585

520,731

―

―

376,129

448,887

122,901

14,482

1,028,026

450,000

300,000

274,445

3,581

2,511,745

(資産の部) 

流動資産………………… 

現金及び預金………… 

売掛金………………… 

有価証券……………… 

商品及び製品………… 

仕掛品………………… 

原材料及び貯蔵品…… 

未収還付法人税等…… 

短期貸付金…………… 

繰延税金資産………… 

その他………………… 

貸倒引当金…………… 

固定資産………………… 

有形固定資産 ………… 

建物(純額)…………… 

構築物(純額)………… 

機械及び装置(純額)… 

車両運搬具(純額)…… 

工具、器具及び備品(純額)… 

土地…………………… 

建設仮勘定…………… 

投資その他の資産 …… 

投資有価証券………… 

関係会社株式・出資金… 

長期貸付金…………… 

繰延税金資産………… 

その他………………… 

貸倒引当金…………… 

百万円 

4,834,106 

43,181 

1,108,417 

2,177,316 

120,817 

72,720 

59,653 

5,255 

383,137 

318,318 

546,986 

△    1,700 

5,516,670 

1,338,377 

412,666 

46,802 

291,059 

18,948 

76,076 

399,664 

93,159 

4,178,292 

1,529,014 

1,911,791 

460,362 

128,684 

170,239 

△   21,800 

百万円

3,541,378

24,067

565,881

1,223,909

89,164

112,289

77,856

205,275

732,141

219,710

296,882

△    5,800

5,622,283

1,499,100

437,187

50,760

405,650

23,048

106,928

393,454

82,070

4,123,183

1,418,415

1,958,143

397,882

176,307

195,035

△   22,600

(純資産の部) 

株主資本…………………

資本金 …………………

資本剰余金 ……………

資本準備金……………

その他資本剰余金……

利益剰余金 ……………

利益準備金……………

その他利益剰余金……

海外投資等損失準備金…

特別償却準備金……

固定資産圧縮積立金…

別途積立金…………

繰越利益剰余金……

自己株式 ………………

評価・換算差額等………

その他有価証券評価差額金… 

繰延ヘッジ損益 ………

新株予約権………………

純資産計…………………

 

6,392,222 

397,049 

418,103 

416,970 

1,132 

6,855,777 

99,454 

6,756,323 

12 

1,791 

8,462 

6,340,926 

405,130 

△ 1,278,708 

236,319 

236,133 

186 

9,149 

6,637,692 

6,538,184

397,049

418,258

416,970

1,287

7,002,065

99,454

6,902,611

25

2,573

8,451

6,340,926

550,634

△ 1,279,189

106,676

106,158

517

7,055

6,651,917

資産合計………………… 10,350,776 9,163,662 負債及び純資産合計…… 10,350,776 9,163,662
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 〔百万円未満切り捨て〕

 当 期  前期 (ご参考)  

科  目 (平成21年４月１日から
平成22年３月31日まで) (

平成20年４月１日から
平成21年３月31日まで)

 
百万円 百万円

売上高…………………………………………………………… 8,597,872 9,278,483

売上原価………………………………………………………… 7,866,781 8,332,566

 売上総利益…………………………………………………… 731,090 945,917

販売費及び一般管理費………………………………………… 1,059,151 1,133,836

 営業損失(△)………………………………………………… △   328,061 △   187,918

営業外収益……………………………………………………… 394,745 640,884

 受取利息……………………………………………………… 40,326 58,548

 受取配当金…………………………………………………… 242,562 388,925

 その他………………………………………………………… 111,856 193,409

営業外費用……………………………………………………… 143,805 270,370

 支払利息……………………………………………………… 14,839 7,858

 その他………………………………………………………… 128,966 262,511

 経常利益・損失(△)………………………………………… △    77,120 182,594

 税引前当期純利益・損失(△)……………………………… △    77,120 182,594

 法人税、住民税及び事業税………………………………… △     3,600 23,500

 法人税等調整額……………………………………………… △    99,708 102,444

 当期純利益…………………………………………………… 26,188 56,649
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当期 (平成21年４月１日から 
平成22年３月31日まで ) 

 
  

    

       

         

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

前期末残高 397,049 416,970 1,287 418,258 99,454 25 2,573 8,451

当期変動額    

 海外投資等損失準備金の取崩  △       12  

 特別償却準備金の積立   379 

 特別償却準備金の取崩   △    1,160 

 固定資産圧縮積立金の積立    30

 固定資産圧縮積立金の取崩    △       19

 剰余金の配当    

 当期純利益    

 自己株式の取得    

 自己株式の処分  △      155 △      155   

 株主資本以外の項目の
 当期変動額 (純額) 

   

当期変動額合計 ― ― △      155 △      155 ― △       12 △      781 11

当期末残高 397,049 416,970 1,132 418,103 99,454 12 1,791 8,462

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

 

資本準備金

 

その他 
資本剰余金

 

資本剰余金
合計 

 

利益準備金

その他利益剰余金 

 
海外投資等 
損失準備金 

 
特別償却 
準備金 

 
固定資産
圧縮積立金



02_03_0529901272206.doc 
トヨタ自動車㈱様 報告書 10/05/28 15:57印刷 1/1 

 29

 

〔百万円未満切り捨て〕 

    

        

         

          

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

6,340,926 550,634 7,002,065 △1,279,189 6,538,184 106,158 517 106,676 7,055 6,651,917

      

 12     

 △      379     

 1,160     

 △       30     

 19     

 △  172,476 △  172,476  △  172,476   △  172,476

 26,188 26,188  26,188   26,188

   △      165 △      165   △      165

   646 491   491

    129,974 △    331 129,643 2,093 131,736

― △  145,504 △  146,287 481 △  145,961 129,974 △   331 129,643 2,093 △   14,224

6,340,926 405,130 6,855,777 △1,278,708 6,392,222 236,133 186 236,319 9,149 6,637,692

 

株主資本 評価・換算差額等 

 

新株予約権 

 

純資産合計

利益剰余金 

その他利益剰余金 

 

別途積立金 

 
繰越利益 
剰余金 

 

利益剰余金 
合計 

 

自己株式 

 

株主資本
合計 

 

その他 
有価証券

評価差額金

 

繰延ヘッジ
損益 

 

評価・換算 
差額等合計 
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前期 (ご参考) (平成20年４月１日から
平成21年３月31日まで) 

 
  

    

       

         

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

前期末残高 397,049 416,970 ― 416,970 99,454 71 2,453 8,497

当期変動額    

 海外投資等損失準備金の取崩  △       46  

 特別償却準備金の積立   1,031 

 特別償却準備金の取崩   △      910 

 固定資産圧縮積立金の取崩    △       46

 剰余金の配当    

 当期純利益    

 自己株式の取得    

 自己株式の処分  1,287 1,287   

 株主資本以外の項目の
 当期変動額 (純額) 

   

当期変動額合計 ― ― 1,287 1,287 ― △       46 120 △       46

当期末残高 397,049 416,970 1,287 418,258 99,454 25 2,573 8,451

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

 

資本準備金

 

その他 
資本剰余金

 

資本剰余金
合計 

 

利益準備金

その他利益剰余金 

 
海外投資等 
損失準備金 

 
特別償却 
準備金 

 
固定資産
圧縮積立金
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〔百万円未満切り捨て〕 

    

        

         

          

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

6,340,926 934,004 7,385,407 △1,212,681 6,986,746 310,604 867 311,472 4,183 7,302,401

      

 46     

 △    1,031     

 910     

 46     

 △  439,991 △  439,991  △  439,991   △  439,991

 56,649 56,649  56,649   56,649

   △   73,901 △   73,901   △   73,901

   7,393 8,681   8,681

    △  204,445 △    349 △  204,795 2,872 △  201,922

― △  383,370 △  383,342 △  66,508 △ 448,562 △  204,445 △   349 △  204,795 2,872 △ 650,484

6,340,926 550,634 7,002,065 △1,279,189 6,538,184 106,158 517 106,676 7,055 6,651,917

 

株主資本 評価・換算差額等 

 

新株予約権 

 

純資産合計

利益剰余金 

その他利益剰余金 

 

別途積立金 

 
繰越利益 
剰余金 

 

利益剰余金 
合計 

 

自己株式 

 

株主資本
合計 

 

その他 
有価証券

評価差額金

 

繰延ヘッジ
損益 

 

評価・換算 
差額等合計 
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※記載金額については、原則として百万円未満を切り捨てて表示しています。 

 
 〔重要な会計方針〕 

  1. 資産の評価基準及び評価方法 

   (1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

  子会社株式及び関連会社株式 ……… 移動平均法による原価法 

  その他有価証券  

   時価のあるもの …………………… 期末日の市場価格等に基づく時価法 (評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定) 

   時価のないもの …………………… 移動平均法による原価法 

   (2) たな卸資産の評価基準及び評価方法 

  評価基準 ……………………………… 原価法 (貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法により算定) 

  評価方法  

   商品及び製品、仕掛品、貯蔵品 … 一部を除き総平均法 

   原材料 ……………………………… 後入先出法 
 
  2. 有形固定資産の減価償却の方法 …………  定率法 
 
  3. 引当金の計上基準 

   (1) 貸倒引当金 

  売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、過去の貸倒実績に基づく繰入率のほか、債権の回収の

難易などを検討して計上しています。 

   (2) 退職給付引当金 

  従業員 (既に退職した者を含む) の退職給付に備えるため、期末における退職給付債務および年金資産の

見込額に基づき、期末において発生していると認められる額を計上しています。 
 
  4. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

   (1) 消費税等の会計処理 ……………………  税抜方式 

   (2) 連結納税制度を適用しています。 
 

 〔会計処理の変更〕 

「資産除去債務に関する会計基準」 (企業会計基準第18号 平成20年３月31日) および「資産除去債務に関する

会計基準の適用指針」 (企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日) が平成22年３月31日以前に開始

する事業年度から適用できることになったことに伴い、当事業年度より、これらの会計基準等を適用しています。 

これにより、当事業年度の経常損失および税引前当期純損失はそれぞれ11,600百万円増加しています。 

 

 〔追加情報〕 

当事業年度より、将来のリコール等の市場処置に関する費用について、個別に見積もる方法に加え、過去の

発生状況を基礎として包括的に見積もる方法を併用しています。これは、お客様視点での取り組みの強化に

向けて業務の抜本的見直しを行ったこと、および市場処置台数が増加したこと等によるものです。 

この見積り変更により、当事業年度の営業損失、経常損失および税引前当期純損失はそれぞれ105,698百万円増加

しています。 
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 〔貸借対照表〕 

  1. 担保に供している資産及び担保に係る債務 
 

担保に供している資産 担保に係る債務 

内   容 期末帳簿価額 内    容 期末残高 
百万円  百万円

投 資 有 価 証 券 9,287 輸 入 貨 物 に 係 わ る 税 金 延 納 保 証 金 9,000
投 資 有 価 証 券 15 宅地建物取引業法に基づく営業保証金 15

計 9,302 計 9,015
 
  2. 有形固定資産の減価償却累計額 3,744,916百万円
 
  3. 保証債務 

トヨタ プジョー シトロエン オートモービル チェコ㈲の銀行借入に対する債務保証 
 3,318百万円

トヨタファイナンシャルサービス㈱の銀行借入に対する債務保証 
 417,044百万円
 
  4. 輸出手形割引高 4,590百万円
 
  5. 関係会社に対する金銭債権又は金銭債務 
     短期金銭債権 1,315,034百万円
     長期金銭債権 403,981百万円
     短期金銭債務 1,129,847百万円
 

6. 退職給付信託は企業年金制度に係る退職給付に充当するものとして設定しており、退職一時金制度に係る
引当金を相殺表示している部分はありません。 

 
 〔損益計算書〕 

  関係会社との取引高 
   売上高 5,094,793百万円
   仕入高 4,208,746百万円
   営業取引以外の取引高 311,578百万円
 
 〔株主資本等変動計算書〕 

  1. 当事業年度の末日における自己株式の種類及び数 
     普通株式 312,001,632株
 
  2. 剰余金の配当に関する事項 
   (1) 配当金支払額 
 

決 議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配 当 額 基 準 日 効 力 発 生 日

平成21年６月23日 
定時株主総会 普通株式 109,755百万円 35円 平成21年３月31日 平成21年６月24日

平成21年11月５日 
取締役会 普通株式 62,720百万円 20円 平成21年９月30日 平成21年11月26日

 
   (2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

平成22年６月24日開催予定の第106回定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次の
とおり提案しています。 

       配当金の総額 78,399百万円
       １株当たり配当額 25円
       基準日 平成22年３月31日
       効力発生日 平成22年６月25日

なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しています。 
 

3. 当事業年度の末日における新株予約権 (権利行使期間の初日が到来していないものを除く) の目的となる
株式の種類及び数 

     普通株式 9,062,000株
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 〔税効果会計〕 

繰延税金資産の発生の主な原因は、有価証券の評価損、未払費用、退職給付引当金等であり、評価性引当額を

控除しています。繰延税金負債の発生の主な原因は、その他有価証券評価差額金です。 
 
 〔リースにより使用する固定資産〕 

貸借対照表に計上した固定資産のほか、工具、器具及び備品等の一部については、所有権移転外ファイナンス・

リース契約により使用しています。 
 
 〔関連当事者との取引〕 
 

種 類 
会 社 等 の 
名   称 

議決権等の 
所 有 割 合 

関 連 当 事 者
と の 関 係

取 引 の 内 容 取 引 金 額 科  目 期末残高

 百万円  百万円

子 会 社 
米国トヨタ 

自動車販売㈱ 

所有 

間接100.00％ 

当社製品の 

販売 

役員の兼任 

 
主に自動車の 

販売(注１) 

 

1,388,344 
(注２) 

売掛金 132,669

(注２)

自動車部品等の

有償支給(注１)

947,011 
(注２) 

未収入金 
105,171

(注２)
子 会 社 トヨタ車体㈱ 

所有 

直接 56.61％ 

間接  0.05％ 

トヨタ車体㈱社

製品の購入 自動車車体等の

購入(注１) 

1,387,703 

(注２) 
買掛金 

76,320

(注２)

子 会 社 トヨタファイナンス㈱ 
所有 

間接100.00％ 

当社からの 

資金貸付 

 

資金貸付(注３)

 

 

227,461 

(注３) 

貸付金 180,139

子 会 社 
トヨタファイナンシャル 

サービス㈱ 

所有 

直接100.00％ 

当社からの 

資金貸付 

役員の兼任 

 

債務保証(注４)

 

 

417,044 

(注４) 

― ― 

関連会社 ㈱デンソー 

所有 

直接 24.74％ 

間接  0.17％ 

㈱デンソー社 

製品の購入 

役員の兼任 

主に自動車部品の

仕入(注１) 

 

786,839 

(注２) 

買掛金 118,084

(注２)
 
(注１) 価格その他の取引条件は、交渉の上で決定しています。 
(注２) 取引金額および売掛金には消費税等が含まれていません。買掛金および未収入金には消費税等が含まれています。 
(注３) 資金貸付については、融資時の市場金利に基づき決定しています。なお、取引金額については、期中平均

残高を記載しています。 
(注４) トヨタファイナンシャルサービス㈱の銀行借入に対する債務保証を行ったものです。なお、取引金額については、

期末残高を記載しています。 
 
 〔１株当たり情報〕 〔単位未満四捨五入〕

  １株当たり純資産額 2,113円70銭

  １株当たり当期純利益 8円35銭
 
 〔重要な後発事象〕 

平成22年４月１日付で、あいおい損害保険株式会社 (当社の関連会社) およびニッセイ同和損害保険株式

会社ならびにＭＳ＆ＡＤインシュアランスグループホールディングス株式会社 (三井住友海上グループ

ホールディングス株式会社が同日付で商号変更) 間の株式交換による経営統合が完了し、あいおい損害保険

株式会社は、当社の関連会社ではなくなりました。  

これにより、当社は、当該株式交換による交換益を62,282百万円計上する見込みです。 
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独立監査人の監査報告書 
  

平成22年５月６日 

トヨタ自動車株式会社 
 
  取 締 役 会 御 中 

 

あ ら た 監 査 法 人 
 

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 笹 山 勝 則 ○印

    
指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 初 川 浩 司 ○印

    
指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 山 本 房 弘 ○印

    
指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 西 川 浩 司 ○印

 

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、トヨタ自動車株式会社の平成21年

４月１日から平成22年３月31日までの第106期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

この計算書類及びその附属明細書の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。

監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽の表示がないかどうかの

合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した

会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算

書類及びその附属明細書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として

意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の

状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害

関係はない。 

 
以 上 
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  〔百万円未満四捨五入〕

 

科  目 

当 期 
(平成22年３月31日現在) 

前期 (ご参考)
(平成21年３月31日現在)

 

科  目 

当 期 
(平成22年３月31日現在) 

前期 (ご参考)
(平成21年３月31日現在)

(負債の部) 

流動負債…………………

短期借入債務…………
 
１年以内に返済予定の

長期借入債務 
…

 
支払手形及び買掛金…

未払金…………………

未払費用………………

未払法人税等…………

その他…………………

固定負債…………………

長期借入債務…………

未払退職・年金費用…

繰延税金負債…………

その他…………………

負債計……………………

百万円 

10,686,214 

3,279,673 
 

2,218,324 

 
1,956,505 

572,450 

1,735,930 

153,387 

769,945 

8,732,630 

7,015,409 

678,677 

813,221 

225,323 

19,418,844 

百万円

10,589,293

3,617,672

2,699,512

1,299,455

670,634

1,540,681

51,298

710,041

7,872,007

6,301,469

634,612

642,293

293,633

18,461,300

(資産の部) 

流動資産………………… 

現金及び現金同等物…… 

定期預金……………… 

有価証券……………… 
 
受取手形及び売掛金 

<貸倒引当金控除後> 
…

 
金融債権<純額>……… 

未収入金……………… 

たな卸資産…………… 

繰延税金資産………… 

前払費用及びその他…… 

長期金融債権<純額>…… 

投資及びその他の資産…… 
 
有価証券及び 

その他の投資有価証券 
…

 
関連会社に対する投資 

及びその他の資産 
…

 
従業員に対する長期貸付金… 

その他………………… 

有形固定資産…………… 

土地…………………… 

建物…………………… 

機械装置……………… 

賃貸用車両及び器具…… 

建設仮勘定…………… 

減価償却累計額<控除>… 

百万円 

13,073,604 

1,865,746 

392,724 

1,793,165 
 

1,886,273 

 
4,209,496 

360,379 

1,422,373 

632,164 

511,284 

5,630,680 

4,934,102 
 

2,256,279 

 

1,879,320 

 
67,506 

730,997 

6,710,901 

1,261,349 

3,693,972 

9,298,967 

2,613,248 

226,212 

△ 10,382,847 

百万円

11,298,929

2,444,280

45,178

495,326

1,392,749

3,891,406

332,722

1,459,394

605,331

632,543

5,655,545

4,705,882

2,102,874

1,826,375

69,523

707,110

7,401,681

1,257,409

3,633,954

9,201,093

2,836,881

263,602

△ 9,791,258

(純資産の部) 

株主資本…………………

資本金…………………

資本剰余金……………

利益剰余金……………
 
その他の包括利益・

損失(△)累計額 
…

 
自己株式………………

非支配持分………………

純資産計…………………

 

10,359,723 

397,050 

501,331 

11,568,602 
 

△    846,835 
 

△  1,260,425 

570,720 

10,930,443 

10,061,207

397,050

501,211

11,531,622

△ 1,107,781

△  1,260,895

539,530

10,600,737

資産合計………………… 30,349,287 29,062,037 負債純資産合計………… 30,349,287 29,062,037
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 〔百万円未満四捨五入〕

 当 期  前期 (ご参考)  

科  目 (平成21年４月１日から
平成22年３月31日まで) (

平成20年４月１日から
平成21年３月31日まで)

 
百万円 百万円

売上高…………………………………………………………… 18,950,973 20,529,570

 商品・製品売上高…………………………………………… 17,724,729 19,173,720

 金融収益……………………………………………………… 1,226,244 1,355,850

売上原価並びに販売費及び一般管理費……………………… 18,803,457 20,990,581

 売上原価……………………………………………………… 15,971,496 17,468,416

 金融費用……………………………………………………… 712,301 987,384

 販売費及び一般管理費……………………………………… 2,119,660 2,534,781

営業利益・損失(△)…………………………………………… 147,516 △   461,011

その他の収益・費用(△)……………………………………… 143,952    △    99,370

 受取利息及び受取配当金…………………………………… 78,224 138,467

 支払利息……………………………………………………… △    33,409 △    46,882

 為替差益・差損(△)<純額>………………………………… 68,251 △     1,815

 その他<純額>………………………………………………… 30,886 △   189,140

税金等調整前当期純利益・損失(△)………………………… 291,468 △   560,381

法人税等………………………………………………………… 92,664 △    56,442

持分法投資損益………………………………………………… 45,408 42,724

非支配持分控除前当期純利益・損失(△)…………………… 244,212 △   461,215

非支配持分帰属損益…………………………………………… △    34,756 24,278

当社株主に帰属する当期純利益・損失(△)………………… 209,456 △   436,937
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当期 (平成21年４月１日から 
平成22年３月31日まで )  〔百万円未満四捨五入〕

 

 資本金 資本剰余金 利益剰余金

その他の
包括利益・
損失(△)
累計額 

自己株式
株主資本 
合計 

非支配持分 純資産合計

 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

平成21年３月31日現在残高 397,050 501,211 11,531,622 △ 1,107,781 △ 1,260,895 10,061,207 539,530 10,600,737

非支配持分との資本取引及びその他  △     2,116 △     2,116 △     2,748 △     4,864

当期発行額  2,236 2,236  2,236

包括利益    

 当期純利益  209,456 209,456 34,756 244,212

その他の包括利益    

  外貨換算調整額  9,894 9,894 5,721 15,615

  未実現有価証券評価益 
  <組替修正考慮後> 

 176,407 176,407 4,095 180,502

  年金債務調整額  74,645 74,645 98 74,743

 包括利益合計  470,402 44,670 515,072

当社株主への配当金支払額  △   172,476 △   172,476  △   172,476

非支配持分への配当金支払額   △    10,732 △    10,732

自己株式の取得及び処分  470 470  470

平成22年３月31日現在残高 397,050 501,331 11,568,602 △   846,835 △ 1,260,425 10,359,723 570,720 10,930,443

 

前期 (ご参考) (平成20年４月１日から
平成21年３月31日まで) 

  

 資本金 資本剰余金 利益剰余金

その他の
包括利益・
損失(△)
累計額 

自己株式
株主資本 

合計 
非支配持分 純資産合計

 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

平成20年３月31日現在残高 397,050 497,569 12,408,550 △   241,205 △ 1,192,437 11,869,527 656,667 12,526,194

非支配持分との資本取引及びその他   △    30,645 △    30,645

当期発行額        3,642 3,642  3,642

包括損失(△)    

 当期純損失(△)  △   436,937 △   436,937 △    24,278 △   461,215

その他の包括利益・損失(△)    

  外貨換算調整額  △   381,303 △   381,303 △    18,865 △   400,168

  未実現有価証券評価損 
  <組替修正考慮後> 

 △   293,101 △   293,101 △    13,590 △   306,691

  年金債務調整額  △   192,172 △   192,172 △     8,874 △   201,046

 包括損失(△)合計  △ 1,303,513 △    65,607 △ 1,369,120

当社株主への配当金支払額  △   439,991 △   439,991  △  439,991

非支配持分への配当金支払額   △    20,885 △   20,885

自己株式の取得及び処分  △    68,458 △    68,458  △   68,458

平成21年３月31日現在残高 397,050 501,211 11,531,622 △ 1,107,781 △ 1,260,895 10,061,207 539,530 10,600,737
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※記載金額については、原則として百万円未満を四捨五入して表示しています。 
 
 〔連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項〕 
  1. 連結子会社および持分法適用会社の数 

当社の連結子会社は522社、持分法適用会社は56社です。 
  2. 連結計算書類の作成基準 

当社の連結計算書類は、会社計算規則附則 (平成21年法務省令第46号) 第３条第１項の規定により、米国において
一般に公正妥当と認められる会計原則 (米国会計基準) に基づいて作成しています。なお、同条同項の規定に
準拠して、米国会計基準により要請される記載および注記の一部を省略しています。また、特定の過年度の金額は、
当期の表示に合わせて組替えが行われ再表示されています。 

  3. 有価証券の評価基準及び評価方法 
売却可能証券は公正価値で評価しています。有価証券の取得原価は、平均原価法に基づいて計算しています。 

  4. たな卸資産の評価基準及び評価方法 
たな卸資産は市場価格を超えない範囲において取得原価で評価しています。たな卸資産の取得原価は、 
個別法あるいは後入先出法により算定している一部の子会社の製品を除き、総平均法によって算定しています。 

  5. 有形固定資産および無形資産の償却の方法 
有形固定資産の減価償却は、主として、当社および日本の子会社においては定率法、海外子会社に 
おいては定額法で、それぞれ計算しています。耐用年数が明確な無形資産については定額法で償却しています。 

  6. 引当金の計上基準 
貸倒引当金および金融損失引当金は、主に損失発生の頻度と重要性に基づき計上しています。退職給付引当金は、 
年金数理計算に基づき測定された退職給付債務から年金資産の公正価値を控除した金額を計上しています。 

 〔追加情報〕 
当連結会計年度より、将来のリコール等の市場処置に関する費用について、個別に見積もる方法に加え、過去の
発生状況を基礎として包括的に見積もる方法を併用しています。これは、お客様視点での取り組みの強化に向けて
業務の抜本的見直しを行ったこと、および市場処置台数が増加したこと等によるものです。この見積り変更に
より、当連結会計年度の営業利益および税金等調整前当期純利益はそれぞれ105,698百万円減少しています。 

 
 〔連結貸借対照表〕 
  1. 貸倒引当金 46,706百万円
    金融損失引当金 232,479百万円
  2. その他の包括利益・損失(△)累計額の内訳 
     外貨換算調整額 △  872,776百万円
     未実現有価証券評価益 194,285百万円
     年金債務調整額 △  168,344百万円
  3. 担保に供している資産 471,305百万円
  4. 保証債務 1,604,893百万円
 
 〔連結株主持分計算書〕 
  平成22年３月31日現在における発行済株式の総数 3,447,997,492株
 

〔金融商品〕 
  1. 金融商品の状況に関する事項 

有価証券や金融債権など通常の事業において生じる金融商品を保有しています。また、金利および為替の変動に
よるリスクを管理するために、デリバティブ金融商品を利用しています。 

  2. 金融商品の時価等に関する事項 
資産・負債(△) 簿 価 見積公正価値 

現金及び現金同等物 1,865,746百万円 1,865,746百万円
有価証券及びその他の投資有価証券 3,928,967百万円 3,928,967百万円
金融債権 8,759,826百万円 9,112,527百万円
借入債務 △12,471,163百万円 △12,577,577百万円
デリバティブ金融商品 96,264百万円 96,264百万円

（注）現金及び現金同等物、有価証券及びその他の投資有価証券は、主に市場価格により測定しています。 
金融債権、借入債務は、将来キャッシュ・フローを現在価値に割引くことにより見積っています。 
デリバティブ金融商品は、主に市場情報により測定しています。 

 
〔１株当たり情報〕 〔単位未満四捨五入〕

  1. １株当たり株主資本 3,303円49銭
  
  2. １株当たり当社株主に帰属する当期純利益  基  本 66円79銭
                         希薄化後 66円79銭
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独立監査人の監査報告書 
  

平成22年５月６日 

トヨタ自動車株式会社 
 
  取 締 役 会 御 中 

 

あ ら た 監 査 法 人 
 

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 笹 山 勝 則 ○印

    
指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 初 川 浩 司 ○印

    
指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 山 本 房 弘 ○印

    
指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 西 川 浩 司 ○印

 
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、トヨタ自動車株式会社の平成21年４月

１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、

連結損益計算書、連結株主持分計算書及び連結注記表について監査を行った。この連結計算書類の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明

することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。

監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を

得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその

適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を

検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結計算書類が、会社計算規則附則 (平成21年法務省令第46号) 

第３条第１項の規定により、米国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準 (連結

注記表 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項２参照) に準拠して、トヨタ自動車

株式会社及び連結子会社から成る企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の

状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害

関係はない。 
 

以 上 
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監  査  報  告  書 
  

 当監査役会は、トヨタ自動車株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第106期
事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の
うえ、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。 
1. 監査役および監査役会の監査の方法およびその内容 

(1) 監査役会の監査の方法およびその内容 
監査役会は、監査の方針および監査実施計画を定め、各監査役からその監査の実施状況
および結果について報告を受けるほか、取締役等および会計監査人からその職務の執行
状況について報告を受けました。 

(2) 監査役の監査の方法およびその内容 
① 各監査役は、監査役会が定めた監査の方針および監査実施計画に従い、取締役等および

他の監査役と意思疎通を図り、情報の収集および監査の環境の整備に努めるとともに、
取締役会その他重要な会議に出席し、取締役等からその職務の執行状況について報告を
受けました。また、重要な決裁書類等を閲覧し、本社、工場および主要な事業所に
おいて業務および財産の状況を調査しました。子会社については、子会社の取締役等
および監査役と意思疎通および情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を
受けました。 

② 計算書類 (貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書および個別注記表) および
その附属明細書ならびに連結計算書類 (連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主
持分計算書および連結注記表) については、各監査役は、取締役等から報告を受けると
ともに、会計監査人からその監査の実施状況および結果について報告を受けました。
また、会計監査人から、その ｢職務の遂行が適正に実施されることを確保するための
体制｣ (会社計算規則第131条各号に掲げる事項) を適切に整備している旨の通知を
受けました。 

2. 監査の結果 
(1) 事業報告等の監査の結果 
① 事業報告およびその附属明細書は、法令および定款に従い、会社の状況を正しく示して

いるものと認めます。 
② 取締役の職務の遂行に関し、不正の行為または法令もしくは定款に違反する重大な事実は

認められません。 
③ 内部統制システム (会社法第362条第４項第６号ならびに会社法施行規則第100条第１項

および第３項に定める体制) に関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。
また、当該内部統制システムに関する取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は
認められません｡ 

(2) 計算書類およびその附属明細書の監査の結果 
会計監査人 あらた監査法人の監査の方法および結果は相当であると認めます｡ 

(3) 連結計算書類の監査の結果 
会計監査人 あらた監査法人の監査の方法および結果は相当であると認めます｡ 
 
なお、事業報告に記載のとおり、一連の品質問題に対し、お客様の信頼を高めていくべく

体制整備・改善活動が推進されておりますことを確認しております。 
  
平成22年５月10日 
トヨタ自動車株式会社 監査役会 

 
常 勤 監 査 役 天 野 吉 和 ○印 監査役(社外監査役) 茅  陽 一 ○印

    
常 勤 監 査 役 山 口 千 秋 ○印 監査役(社外監査役) 森 下 洋 一 ○印

    
常 勤 監 査 役 中津川 昌 樹 ○印 監査役(社外監査役) 岡 田 明 重 ○印

    
   監査役(社外監査役) 松 尾 邦 弘 ○印

   
以 上 
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売上高は17兆1,974億円と、前連結会計年度に

比べて１兆3,673億円 (7.4％) の減収となり
ましたが、営業損失は863億円と、前連結会計
年度に比べて3,085億円損失が縮小しました。
営業損失の縮小は、生産および販売台数の減少
ならびに為替変動による影響があったものの、
原価改善の努力および固定費の削減などによる
ものです。 

 
 

 

 
売上高は１兆2,454億円と、前連結会計年度に

比べて1,321億円 (9.6％) の減収となりましたが、
営業利益は2,469億円と、前連結会計年度に比べて
3,189億円の増益となりました。営業利益の増益は、
販売金融子会社において、貸倒関連費用および
残価損失関連費用が減少したことならびに金利
スワップ取引などの時価評価による評価益が
計上されたことなどによるものです。 

 
 
 
 
 
 
 
 

事業別営業損益 

 
 

 

 
売上高は9,476億円と、前連結会計年度に比べて

2,373億円 (20.0％) の減収となり、営業利益は
前連結会計年度に比べて188億円減少し、89億円の
損失となりました。 
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売上高は11兆2,203億円と、前連結会計年度に
比べて9,664億円 (7.9％) の減収となりましたが、
営業損失は2,252億円と、前連結会計年度に比べて
123億円損失が縮小しました。営業損失の縮小は、
為替変動の影響、生産および輸出台数の減少による
影響があったものの、原価改善の努力および固定費の
削減などによるものです。 
 

 
 
 

売上高は５兆6,705億円と、前連結会計年度に
比べて5,524億円 (8.9％) の減収となりましたが、
営業利益は854億円と、前連結会計年度に比べて
4,756億円の増益となりました。営業利益の増益は、
販売金融子会社において、貸倒関連費用および
残価損失関連費用が減少したこと、金利スワップ
取引などの時価評価による評価益が計上されたこと、
固定費の削減ならびに原価改善の努力などによる
ものです。 

 

 

 

 

 

所在地別営業損益 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

 

 

売上高は２兆1,470億円と、前連結会計年度に
比べて8,661億円 (28.7％) の減収となりましたが、
営業損失は330億円と、前連結会計年度に比べて
1,103億円損失が縮小しました。営業損失の縮小は、
生産および販売台数の減少による影響があった
ものの、固定費の削減および原価改善の努力などに
よるものです。 
 

 

 
 

売上高は２兆6,554億円と、前連結会計年度に
比べて640億円 (2.4％) の減収となりましたが、
営業利益は2,036億円と、前連結会計年度に
比べて275億円 (15.6％) の増益となりました。
営業利益の増益は、生産および販売台数が増加した
ことなどによるものです。 

 
 
 
 
- 

 

売上高は１兆6,738億円と、前連結会計年度に
比べて2,091億円 (11.1％) の減収となりましたが、
営業利益は1,155億円と、前連結会計年度に比べて
279億円 (31.9％) の増益となりました。 
 



スポーティ感と快適性に一層磨きをかけ、

走行・環境・安全性能全てを格段に進化さ

せたクルマ。吸気バルブのリフト量と開閉時

期を無段階に連続的に変化させ、全運転領

域で最適に制御する「バルブマチック」を採

用し、低燃費と力強い加速性能を両立。

「圧倒的な環境性能」と「走る楽しさ」のより

高いレベルでの両立を目指し、システム全

体の90％以上を新開発したハイブリッドシス

テムを搭載。また、世界トップレベルの空力

性能など車両全体でのエネルギー効率向

上との相乗効果により、1リットルあたり

38.0kmの燃費性能※と2.4L車並みの動力

性能を実現。

※10･15モード走行燃費。国土交通省審査値／Lグレードの場合

ランドクルーザープラド
2009年9月

過酷な使用条件下における走破性・信頼性

などの基本性能を引き継ぎながら、乗り心地

を向上するとともに、オフロードの走行環境に

応じてスイッチで駆動・制動の制御の切替え

が可能な設定など、市街地・高速での走行

安定性と悪路走破性とを高次元で両立。

コンパクトカーに相当する23.0km/L※の燃

費性能に加え、植物資源が原料のエコプラ

スチックを、室内表面積の約60％に採用す

ることで、環境への配慮を徹底。先進装備に

よる高い安全性能に加え、高級車にふさわ

しい走りと上質な乗り心地を実現するなど、

これからの時代の「小さな高級車」。

※10･15モード走行燃費。国土交通省審査値

初代からの開発思想であるスポーティさと上

質さをさらに熟成させた本格FRセダン。躍動

感あふれる低重心スタイルを持ち、力強い走

りを発揮するV6・3.5Lエンジンを新搭載。ドラ

イバーの意思に俊敏に反応するリニアなステ

アリングフィールとフラットな乗り心地、高速走

行時の安定した走行性能を追求したクルマ。

全11色のボディカラーにより、自分らしさを

表現できる多彩なバリュエーションを提供

し、クラストップレベルの燃費性能・環境性能

といった魅力に磨きをかけ、気取らないシン

プルなデザインや使い勝手の良さを追求し

たコンパクト2BOX。ダイハツ工業㈱と共同で

開発。

高級セダンの乗り心地や快適性とSUVの機能

性を兼ね備えた次世代のクロスオーバー。

LEXUS初のV6 3.5Lアトキンソンサイクルエンジ

ンや高い冷却性能を備えたインバーターの採

用など、燃費性能をさらに向上させ4.5L車並み

のパワーと同排気量クラスで世界トップの燃費

性能を両立。

RX450h2009年4月

インテリジェントスポーツセダンIS250をベースに

開発したコンバーチブルモデル。電動開閉式メタ

ルトップを採用し、ルーフ開閉のスムーズな制御

と20秒の短時間かつ静かな開閉を実現。また、

コンバーチブルで世界トップレベルの剛性と強度

を備え、オープン走行時でもIS250の軽快な走り

の資質そのままの優れた車両運動性能を実現。

IS 250C2009年5月

ウィッシュ2009年4月 プリウス2009年5月 2009年12月 SAIマークX2009年10月 パッソ2010年2月

2009年7月 HS250h

レクサスブランド
2009年 2010年

6月 8月 9月 11月10
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12月 2月1月 3月7月4月

2010年

2月1月11月 12月 3月10
月

トヨタブランド
2009年

6月 8月7月5月4月 9月

LEXUSブランド初のハイブリッド専用モデル。

「Harmonious Sedan」をテーマに、地球並びに

人との調和に加え、上質との調和も備えたクル

マを目指して開発。優れた燃費・動力性能だけ

でなく、ドライビングに集中できる環境づくりを追

求したコックピットの採用など、運転中の視認性

と操作性も高次元で両立。
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事 業 年 度 ４月１日から翌年３月31日まで 
  

定 時 株 主 総 会 ６月 
  

配当金支払株主確定日 期末配当：３月31日 中間配当：９月30日 
  

上 場 証 券 取 引 所 (国内) 東京・名古屋・大阪・福岡・札幌 

(海外) ニューヨーク・ロンドン 
  

株 主 名 簿 管 理 人 
 

特別口座管理機関 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 
 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

  
同 連 絡 先 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 電話〈0120〉232-711 (通話料無料)

〒137-8081 東京都江東区東砂七丁目10番11号 

 

(ご注意) 

未受領の配当金のお支払、および特別口座に記録された株主様のお手続きは、三菱ＵＦＪ信託銀行 

本支店でお取次ぎさせていただきます。なお、証券口座に記録された株主様の住所変更、買取 

請求その他各種お手続きにつきましては、原則、口座を開設されている証券会社経由にてお願い 

いたします。 

 

口座の区分 お手続き、ご照会等の内容 お問い合わせ先 

①特別口座 

 
■特別口座から証券口座への振替請求 

■単元未満株式の買取請求 

■住所・氏名等のご変更 

■特別口座の残高照会 

■配当金の受領方法の指定（※） 
 

②証券口座・ 

特別口座共通 

 
■支払期間経過後の配当金に関するご照会

■株式事務に関する一般的なお問い合わせ

 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部

〒137-8081東京都江東区東砂七丁目10番11号

電話〈0120〉232-711（通話料無料） 
 

[手続き書類のご請求方法] 

■音声自動応答電話によるご請求 

  0120-244-479（通話料無料） 

■インターネットによるダウンロード 

  http://www.tr.mufg.jp/daikou/ 

  

③証券口座 

 
上記②以外のお手続き、ご照会等 

 
口座を開設されている証券会社にお問い

合わせください。 
  

（※）特別口座に記録された株式をご所有の株主様は、配当金の受領方法として株式数比例配分方式をお選び
いただけません。 

 

 

                  http://www.toyota.co.jp 

         証券コード：7203 




